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概要 

 パテントマップとは，技術分野毎に特許の出願動向を可視化したものを言う．パテントマップには，い

くつかの種類があるが，特に，「発明の効果」と「解決手段」の二つを軸として表現したパテントマップ（以

下，「効果-技術型パテントマップ」と呼ぶ）は，企業における知財戦略や研究戦略の策定などで重要な役

割を果たす．本研究では，効果-技術型パテントマップを自動的に生成する手法の基礎的検討を行った． 

まず，教師有学習を使用せずに，表現を自動的，かつ，網羅的に抽出する手法として，効果に相当する表

現を抽出する手法[酒井 2009]，及び，技術上のメリットに相当する技術課題と効果に関する表現を同時に

考慮して抽出する手法[坂地 2010]を開発した．さらに，表現中からノイズを削除し，意味的なまとめ上げ

を行う手法として効果に相当する語を抽出し意味的な統合を行う手法[Nonaka 2010]，技術に相当する語

を抽出し意味的な統合を行う手法[Kobayashi 2010]を考案した．また，区切り文字を利用することで技術

要素・構成要件を抽出する手法[Suzuki 2010]についての研究も行った． 

 

１． はじめに 

パテントマップとは，技術分野毎に特許の出願動

向を可視化したものを言う． 

パテントマップを用いることにより，「自社・他

社の強みや弱みの分析」，「特定の効果・技術に関

する分野の出願動向調査」などが容易にできる．

このことは，パテントマップが，「自社が出願して

いる特許の効果-技術と共通した拒絶理由に使用さ

れる可能性のある他社出願特許を調査する」，「自

社と他社の技術を相互補完するためのクロスライ

センスを検討する」等の知財戦略や「他者が集中

的に特許出願している分野の研究開発を避ける」

等の研究戦略の策定に有用なツールとなることを

意味する．そのため，特に研究開発の初期段階に

おいて作成されることが多い．さらには，「自社・

他社の強みや弱みの分析」により，企業間の提携

によるオープンイノベーションの促進にも役立て

ることができる． 

パテントマップには，いくつかの種類があるが，

特に，「発明の効果」と「解決手段」の二つを軸と

して表現したパテントマップ（以下，「効果-技術型

パテントマップ」と呼ぶ）は，企業における知財
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戦略や研究戦略の策定などで重要な役割を果たす．

効果-技術型パテントマップが，他の種類のパテン

トマップと比較して，特に重要である理由は，以

下の通りである．一点目は，特許庁の審査官が特

許を審査する際，「発明の効果」を加味しながら「解

決手段」に相当する技術内容を精査することであ

る．二点目は，特許文書の内容を最大限縮約すれ

ば，効果と技術内容の 2 つに集約されるためであ

る． 三点目は，「パテントマップを特許検索のイ

ンターフェースとして利用することにより，技術

や効果から構成されやすい検索キーワードを特に

考えずとも，ユーザは簡単に特許検索を行うこと

ができる．加えて，想定しなかった技術を発見す

ることができるなどの利点がでてくるなど，効果-

技術型パテントマップのメリットは，単なる分析

ツールとなるだけにとどまらず，特許調査におい

ても非常に有用なものとなるためである． 

ここで，例として，特許庁が作成したアルミリ

サイクルに関する効果-技術型パテントマップ※を

図 1 に示す．図１のような効果-技術型パテントマ

ップは，現状では手作業で作成されている．しか

しながら，作成に多大な作業時間（規模にもよる

が２～３か月，ないし，それ以上かかる場合もあ

る）を要する上に，特許に関する知識と技術分野

に関する素養の両方を兼ね備えた専門家が作業を

行わねばならないため，多大なコストがかかる． 

上記の理由より，効果-技術型パテントマップを自

動的に生成することが求められている．ここで，

効果軸，技術軸として選択される語・表現は表に

示すような内容に分類される．よって，表１の各

項目に相当する語・表現を獲得する必要がある． 

 

 

 

 

 

 

 

図１. アルミリサイクルに関する効果-技術型パテ

ン ト マ ッ プ ※ http://www.jpo.go.jp/shiryou/s_sonota/ 

tokumap.htm 

                     .                                     

表 1.効果軸・技術軸に選択される語・表現の分類 

軸 名前 例 

効果軸 直接的なユーザの利点に相

当する語・表現（効果語・

効果表現） 

耐久性 

効 果

軸，技

術軸 

直接的なユーザの利点の根

拠となる技術上のメリット

に関する表現（課題表現） 

「表面に

コーティ

ングをす

ること（に

より耐久

性が向上） 

技術軸 技術の総称を意味する語

（技術語） 

熱可塑

性樹脂 

技術軸 技術要素・構成要件 生体情報

を計測す

る計測手

段 

一方，従来より，テキストマイニングを利用した

パテントマップ自動作成に関する研究 [Uchida 

2004]や実用的なシステムとして NRI True Teller

※ (http:// http://www.trueteller.net/)等が提案さ

れている．しかしながら，上記の研究をはじめと

する従来研究は，語の文書内に出現する頻度と出

現する文書数の逆数である tf-idf をはじめとする

重みづけを語に行った上で，語を基底とするベク

トル（効果や技術内容に分類することは行わない）

を生成し，そのベクトルに対して，主成分分析等

を施すことで次元数を縮減（多くは 2 次元）しマ

ップ化するものである．このようなタイプのパテ

ントマップは， 次元を 2次元に縮減しているため，

情報量が大幅に失われており，また，軸の意味の

解釈が自明でない等の問題がある．このため，図

１のような効果-技術型パテントマップのように，

効果と解決手段により特許を分類し，自動的にマ

ップ化する手法の確立が求められている． 

図１のような効果-技術型パテントマップを自動生
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成する基礎となる従来研究は，主成分分析等を利

用した手法と比較し，まだあまり多くないが，徐々

に研究例は増えつつある．ここで，効果-技術型パ

テントマップを自動生成するためには，特許文書

中に出現する語のうち，効果に相当する語・表現

と技術内容に相当する語・表現を抽出する必要が

ある．このような中で，効果や特長に相当する表

現（以下，効果表現と呼ぶ）を抽出する研究[石川 

2004]，[西山 2008]がある．しかしながら，これ

らの手法の問題点として，一部の係り受けに使用

される表現（「ことにより」や「改善する」など）

を辞書に定義し，抽出するものであったので，網

羅性に欠ける，また，辞書の完成度に依存するな

どの欠点があった． 

この他，機械学習を利用した手法として，

[Nanbara 2010]の手法や[Nishiyama 2010]の手

法などがある．しかしながら，機械学習を利用す

る場合，教師データを作成する手間がかかり，ま

た，作成者は，ある程度，特許文書の構成等に精

通していなければならない（特に技術要素・構成

要件の判断は専門家でないと難しい場合がある）

などの制約が発生する． 

また，これらの手法においては，意味的に重複

した語・表現のまとめ上げに注目した手法ではな

い．また，効果-技術型パテントマップの軸として

採用される，技術の総称，技術要素・構成要件，

技術上のメリット，ユーザの利点全てを網羅して

取得するものはなかった． 

そこで，我々は表 1 に示す内容を抽出する実用

的な効果-技術型パテントマップ自動生成システム

の開発のための基礎となる，以下のような研究を

行った． 

まず，教師有学習を使用せずに，表現を自動的，

かつ，網羅的に抽出する手法として，効果語を含

む効果表現を抽出する手法[酒井 2009]，及び，技

術上のメリットに相当する課題表現と効果表現を

同時に考慮して抽出する手法[坂地 2010]を開発し

た．さらに，表現中からノイズを削除し，意味的

なまとめ上げを行う手法として効果語を抽出し意

味的な統合を行う手法[Nonaka 2010]，技術語の意

味的な統合を行う手法[Kobayashi 2010]を考案し

た．また，区切り文字（delimiter）を利用するこ

とで技術要素・構成要件を抽出する手法[Suzuki 

2010]についての研究も行っている．以下，これら

の研究の詳細について述べる． 

２．効果表現の抽出 

本節では，ブートストラップ法に基づいた効果表

現の抽出手法[酒井 2009]について説明する． 

本手法は，図２に示すように，初期手がかり表

現と呼ばれる１つの手がかり表現（「ができる．」）

を人手で与えた上で，手がかり表現の直前に出現

する可能性が高い表現（以下，共通頻出表現と呼

ぶ）を取得し，さらに，新しい手がかり表現を抽

出するといった作業を繰り返し行う（新たな手が

かり表現と共通頻出表現が獲得されなくなるか，

もしくは，予め定めた回数まで繰り返す）ことで，

網羅的に効果表現の手がかりとなる表現を抽出す

る．共通頻出表現取得は，式(1)に示すようにエン

トロピーH(e)を用いて行い，閾値以上のものを選

択する． 

 

                                                                             

 

ただし，P(e,s) は「発明の効果」に該当する文集

合において，共通頻出表現 e が手がかり表現 s に

係る確率，S(e) は共通頻出表現 e が係る手がかり

表現の集合である．手がかり表現の抽出も同様に

して行う． 

本手法により，手がかり表現としては，「でき」，「で

きる」，「可能」などの 26個が取得された． 

 

 

 

 

 

 

 

図 2. 効果表現取得手法の概要 
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下記に本手法の精度・再現率を示す．この結果よ

り，実用的な精度，再現率で取得できることが分

かる． 

表 2. 効果表現の抽出手法の性能 

精度 再現率 

78.0% 77.6% 

 

３．効果表現と課題表現のクロスブートストラッ

プ法（Cross-Bootstrapping）による抽出 

本節では，課題表現と効果表現の両方を取得する

手法である坂地らの手法[坂地 2010]について説明

する． 

パテントマップの作成に役立つ「直接的なユーザ

の便益に相当する表現（効果表現）」と「技術上の

解決課題を示す表現（課題表現）」（図 2）を自動的

に抽出するためのアルゴリズム「クロスブートス

トラップ法（Cross-Bootstrapping）」を新たに提

案した．本手法は，二つの手がかり表現と統計情

報を用いて，辞書や人手により作成したパターン

を用いず，ブートストラップ的に手がかり表現対

を抽出する．さらに，抽出した手がかり表現対を

使用して，効果表現と課題表現を抽出する．課題

表現を抽出するための手がかり表現は「ことがで

き，」であり，効果表現を抽出するための手がかり

表現は「ができる。」である．2 つの手がかり表現

を交互に抽出していくことから，開発する手法を

「クロスブートストラップ法」と呼ぶことにした．  

なお，特許文書に適用する時，「クロスブートスト

ラップ法」は，効果表現と課題表現の両方を含む

文にしか適用できない．このため，効果表現のみ

で構成される特許文書は上記で説明した酒井らの

手法を併用し，取得することになることを注記し

ておく． 

具体的に，アルゴリズムは，以下のような手順に

より構成される． 

なお，ここで，次の 3 つの用語を定義する． 

課題動詞課題動詞課題動詞課題動詞：課題手がかり表現の直前に出現しやす

い動詞句（例：「を小型化する」） 

効果動詞効果動詞効果動詞効果動詞：効果手がかり表現の直前に出現しやす

い動詞句（例：「を少なくする」） 

効果名詞効果名詞効果名詞効果名詞：効果手がかり表現の直前に出現しやす

い名詞（例：「コスト」） 

「クロスブートストラップクロスブートストラップクロスブートストラップクロスブートストラップ法法法法」 

Step 0.Step 0.Step 0.Step 0. S  ← �,  E ← � ． 

Step 1.Step 1.Step 1.Step 1. 初期課題手がかり表現をいくつか選び，課

題手がかり表現集合 S の要素とする．また，初

期効果手がかり表現をいくつか選び，効果手が

かり表現集合 E の要素とする． 

Step 2.Step 2.Step 2.Step 2. 課題手がかり表現集合 S と効果手がかり

表現集合 E(「こと」で始まっている効果手がかり

表現のみ) を用いて，課題動詞を獲得する．課

題手がかり表現集合 S と効果手がかり表現集合

E を用いて，効果動詞と効果名詞を獲得する． 

Step 3.Step 3.Step 3.Step 3. 獲得した課題動詞と効果手がかり表現集

合 E(「こと」効果手がかり表現のみ) を用いて，

新たな課題手がかり表現を獲得し，S に追加す

る．獲得した効果動詞・名詞と課題手がかり表現

集合 S を用いて，新たな効果手がかり表現を獲

得し，E に追加する． 

Step 4.Step 4.Step 4.Step 4. Step 2 から 3 を，予め定められた回数繰り

返す．(図 2 において，Step 2 と 3 が操作 A に

当たる．) 

課題手がかり表現集合 S と効果手がかり表現集合 E 

を用いて課題・効果表現対を抽出する． 

図３にアルゴリズムの概要を示す．また，図４にクロス

ブートストラップ法によって課題表現と効果表現と

が獲得されていく表現のイメージ図を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３．クロスブートストラップ法の概要 

 

 

36



 

 

 

 

 

 

図４.クロスブートストラップ法によって獲得されていく表

現 

 

クロスブートストラップ法 の特徴は，課題・効果の二つ

の手がかり表現と関連性の高い語（課題動詞，効果動

詞，効果名詞）を獲得し，それを用いて手がかり表現

を獲得することである．このことにより，異なる二つの手

がかり表現を用いて，互いの手がかり表現を獲得する

ことができる．関連性の高い語（課題動詞，効果動詞，

効果名詞）を手がかり表現の獲得に利用することで，

獲得される手がかり表現は課題・効果の互いに関連性

の強いものとなり，精度の向上が見込める． 

本手法の精度・再現率を表に示す．結果より，非常に

高い精度・再現率で表現を取得できることが分かる． 

表 3.クロスブートストラップ法の性能 

精度 再現率 

96.0% 79.0% 

 

４．効果語の抽出と意味的統合 

本節では，効果語（一部，技術語）の抽出と意

味的統合手法[Nonaka 2010]の手法について紹介

する． 

ここまで，特許文書中からの表現抽出手法につ

いて述べてきた．しかしながら，特に効果表現に

ついては，表現中から，より端的に効果を表す語

を抽出する方が，実際にパテントマップの軸とし

て望ましい．これは，長い表現より短い表現・語

のほうが視覚的に分かりやすいからである． 

例えば，「 機械的強度をさらに向上させること

ができる．」という表現が酒井らの手法や坂地らの

手法で取得できるが，「機械的強度」という語のみ

で，十分，意味が通じる上に視覚的に分かりやす

い． 

また，意味的な重複を示す時の処理が短い語レベ

ルの方がやりやすいこともある． 

そこで，本研究では，予備調査に基づき同定し

た，以下，文法パターン１から文法パターン３に

示されるような，酒井らの手法[酒井 2009]で取得

される共通頻出表現，手がかり表現と効果語の抽

象的な文法関係を用いることで効果語抽出を行う

手法を開発した．ここでは，簡単のため，酒井ら

の手法を用いている．しかしながら，酒井らの手

法は，クロスブートストラップ法と置換，ないし，

併用可能である．具体的には，図に示すパターン

を使用する．なお，ここでは，技術語，効果語を

以下のように定義する．  

技術語：技術の総称（種類）を示す複合名詞であ

り，「熱可塑性樹脂」のような語を指す．  

効果語：発明がもたらす効果を示す複合名詞，名

詞句であり，例えば，「機械特性」のような語を指

す． 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.文法パターン 

 

パターン 1 は，効果語が直接，手がかり表現に

かかる（共通頻出表現がそのまま効果語になる）

ものである．例えば，「防音する」のようなもので

ある． 

また，パターン 2 は，効果語を目的語とし，共通

頻出表現，手がかり表現とつながるものである．

例えば，「機械強度を向上することができる（「機

械強度」が効果語，「を向上する」は共通頻出表現）」，

「できる」は手がかり表現）」のようなものである． 

さらに，パターン 3 は，パターン 2 の変形で，効

果語が特定の手がかり表現（以下，効果語手がか

り表現と呼ぶ，「優れ」等）を通じて，技術語表現

に接続するものである．例えば，「機械特性に優れ
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た熱可塑性樹脂を提供することができる．」のよう

なものである． 

 

ここで，各パターンのどれに属するかを決定する

ためには，技術語の判定が必要である．技術語の

判定は，特許請求項と表現中の複合名詞とのマッ

チングにより行う．これは，特許請求項には技術

語しか含まれないという特性を利用したものであ

る．なお，請求項に含まれない技術語も存在する

ため，請求項とのマッチングにより得られる語が

よく係る共通頻出表現（提供する）を DF 値によ

り検出し，該当共通頻出表現を用いて，その表現

に係る語を技術語と判定することにより，網羅的

に技術語を取得する． 

 

下記に本手法の精度と抽出例を示す．結果より，

本手法は効果語の抽出方法として非常に有効であ

ることが分かった． 

表 4.効果語抽出手法の性能 

パターン１の精度 80.2％ 

パターン２の精度 94.4％ 

パターン３の精度 92.4％ 

全体の精度 85.0％ 

 

以下に抽出例を示す． 

 

パターン１の抽出例：「使用する」，「利用する」，「用

いる」，「リサイクルする」 

パターン２の抽出例：「クッション性」，「強度低下」，

「通気性」，「柔軟性」，「精度の低下」 

パターン３の抽出例：「機械強度」，「耐衝撃性」，「強

度」，「リサイクル性」，「吸着能力」 

 

以上の手法により効果語が抽出されるが，「機械

特性」と「機械的性質」や，「低コスト」と「コス

ト低減」等のように，重複した意味を持つ効果語

が存在する．このため，パテントマップの軸の要

素として効果語を使用する場合，重複した意味を

持つ語は，ひとつにまとめ上げる必要がある．そ

こで，このような，重複する意味を持つ効果語は，

同じ形態素を含む場合が多い（例えば，「機械特性」

と「機械的性質」においては，「機械」）ことを利

用し，語を構成する形態素を素性としたクラスタ

リングを行い，まとめ上げを行った．その結果，

まとめ上げの性能として，精度 0.9，再現率 0.9が

得られた． 

 

5．技術語の意味的統合 

本節では，技術語の意味的統合手法[Kobayashi 

2010]について紹介する． 

本研究では，特許に出現する語彙，特に，複合

名詞に対して，意味に基づいて分類・体系化を行

う．この際，異なる特許間で出現する語に対して，

それぞれ類義関係や上位下位関係に基づいて対応

付けを行う必要がある．そこで，我々は各特許に

おける請求項に着目した．特許の請求項は特許の

権利範囲を明示したもので，申請の際には，通常，

可能な限り広範な権利範囲を包含するように記載

される．このため，請求項に記載される用語は特

許中の他の箇所に記載される用語よりも抽象的な

語，上位語となっていると考えられる．また，特

許間で語を統合する上でも，異なる特許における

実施例などの用語同士を比較するよりも，請求項

に出現する用語を比較したほうが，抽象的な表現

であることから，統合しやすい．そこで，本手法

では，図-2 に示すように，まず各特許内で請求項

とそれ以外の箇所に出現する語の対応関係を抽出

したのち，異なる請求項間での語の対応関係を抽

出する．これにより，対応する請求項に出現する

語を通して，異なる特許間での語の統合が可能と

なる．    

 

図 7.技術語の意味的統合手法概要 
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 図における各語同士の対応関係の抽出手法では，

言い換えの抽出手法についての研究 4)を参考に，各

語を日本語WordNetに載っている最小単位の形態

素列に区切ったトークン列の照合を行う．例えば，

(オレフィン，系，熱，可塑性，ポリエステル)，(熱，

可塑性，樹脂)というトークン列を照合する場合，

それぞれの主辞に該当する「ポリエステル」と「樹

脂」間に上位下位関係があり，かつ主辞に続く「熱，

可塑性」のトークンが同一であるため，この二つ

のトークン間には上位下位関係があると判断する．

また，トークン「オレフィン，系」については，

二つ目のトークン列に照合相手となるトークンが

存在しないため，二つ目のトークン列は先頭にギ

ャップを含んでいるものとして照合する．このほ

かにも，ギャップを含むすべてのトークン列の組

み合わせを列挙し，照合を行う．この際，トーク

ン間に対応関係がある場合を１，ない場合－1とし

てスコアを計算し，スコアが最大かつ閾値以上と

なるトークン列の組み合わせを対応関係とする． 

以下に評価実験の結果を示す．熱可塑性樹脂に

関する特許について本手法を適用し，抽出された

対応関係をランダムに取得し，その精度と再現率

を求めた．その結果を表に示す．この際のスコア

の閾値を 3 とした． 

表 5.技術語の意味的統合手法の性能 

 精度 再現率 

特許内の語の対

応 

83.0% 72.3% 

特許間の語の対

応 

100%  57.6% 

実験結果から，異なる特許間に出現する「オレ

フィン系熱可塑性エラストマー組成物」「熱可塑性

ポリエステル樹脂」等の語について「熱可塑性エ

ラストマー」の下位語であるといった対応関係が

抽出できることが確認された． 

 

6． 技術要素・構成要件の抽出 

 本節では，技術要素・構成要件の抽出手法

[Suzuki 2010]についての説明を行う． 

特許中の請求項（や課題を解決するための手段）

の項目に書かれている技術要素・構成要件につい

ても，効果-技術型パテントマップの軸として採用

するケースも多いため，その抽出手法を確立する

ことは重要である．そこで，我々は，特許請求項

（課題を解決するための手段の項目も，ほぼ，こ

れに準ずる）中から区切り文字 (delimiter)を利

用して技術要素・構成要件を自動的に取得する手

法の確立を行った． 

これは，技術要素・構成要件は，特許文書中で，

助詞「と」などの区切り文字により連結されるこ

とが多いことを利用している．例えば，「“生体情

報を計測する計測手段”と“前記計測した情報を

解析する解析手段”と・・・」のような請求項で

は，“”で囲まれた部分が技術要素・構成要件に相

当するが，「と」のような区切り文字により連結さ

れることが多い． 

我々の手法では，エントロピーを利用し，「と」

のような有効となる区切り文字を抽出している．

ここで，区切り文字は，「おいて，」などのように

最初の構成要件・技術要素の直前に出現するもの

（我々はこれを First delimiter と呼んでいる）

と「と」のように，文頭以外の構成要件・技術要

素を区切るもの（これを Second delimiter と呼ん

でいる）では種類が異なるため，それぞれに分け

て抽出を行った．そして，抽出した区切り文字に

基づき，特許請求項を区切ることにより，構成要

件・技術要素の抽出を行った．下記にその精度・

再現率を示す．表のとおり，非常に良好な性能で

技術要素・構成要件を抽出することに成功した．  

 表 6.技術要素・構成要件の抽出の性能 

精度 再現率 

0.76 0.66 

 

7．まとめ 

 本研究では，効果-技術型パテントマップを自動

的に生成する手法の基礎的検討を行った． 

まず，教師有学習を使用せずに，表現を自動的，

かつ，網羅的に抽出する手法として，効果に相当

する表現を抽出する手法[酒井 2009]，及び，技術

上のメリットに相当する技術課題と効果に関する

表現を同時に考慮して抽出する手法[坂地 2010]を
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開発した．さらに，表現中からノイズを削除し，

意味的なまとめ上げを行う手法として，効果に相

当する語を抽出し意味的な統合を行う手法

[Nonaka 2010]，技術に相当する語を抽出し意味的

な統合を行う手法[Kobayashi 2010]を考案した．

また，区切り文字を利用することで技術要素・構

成要件を抽出する手法[Suzuki 2010]についての研

究も行った．いずれの手法も実用的な精度・再現

率を示した．今後は，これらの手法の改良と改良

後の手法を応用したパテントマップをインターフ

ェースとした特許検索システムの開発を行ってい

く． 
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